
- 75 -

２ 家庭，地域との連携

家庭や地域社会と共に児童生徒を育てるためには，児童生徒の生き方，働き方が日常生活の様々

な場面で話題になるよう，学校便りや学級通信，連絡ノート，個人カルテ，電話連絡などにより，

児童生徒の状況についての情報の発信，共有を推進することが大切である。

次に示すのは，家庭との連携を図った小学校の学級通信の事例である。

キャリア教育では 「働くこと」や「役割を果たすこと」の意義を学び，なりたい自分に向かって，

自分自身を高めていくことが，重要な学習目標及び内容である。また，学校での学びと社会との接続

を図っていくことは，キャリア教育の主たるテーマでもある。学校が児童生徒の身近な家庭や地域と

連携を図ることにより，児童生徒の学習意欲が高まり，自他とのかかわりで自らの生き方を考えるこ

学校からの一

方的な情報提供

だけでは連携に

はなりません。

やはり家庭から

も情報提供をし

てもらうことが

大切です。その

場合，本事例の
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とも考えられま

すが，まずは，

生活ノートの活
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とになる。そのためには，学校は，積極的に家庭や地域に児童生徒の現状を適切に情報発信するとと

もに，家庭，地域からも情報を提供してもらうことが重要である。連携は情報共有から始まり，その

情報共有は相互に情報を発信・受信することで成り立つものである。

児童生徒にとっては，身の回りの大人からの声掛けこそがなりたい自分を見付け，なりたい自分に

向けて努力するきっかけとしてきわめて有効なものとなる。例えば，学校の教育活動全体や地域での

各種体験の中で，大人たちが，生きること，働くことに対する自分の思いを直接伝えることで，児童

生徒は，生き方や将来のことを心に留め，声を掛けてくれる大人が大勢いること，その大人たちから

。 ， ，生き方のヒントがもらえることなどを実感できるのである そのような機会を設けられるよう 家庭

地域との連携を一層充実していかなければならない。

おわりに

児童生徒が実社会において，明るくたくましい生き方，働き方ができるようにするには，社会の状

， ，況や産業構造の変化に主体的に対応するための知識や技能 考え方などを身に付けさせるだけでなく

周囲の人々とのかかわりの中でどう生きることがよいのかという，生き方に対する価値観を見いださ

せることが重要である。

社会で求められる知識や技能,考え方を身に付けさせることについては,学校教育が主な役割を担っ

てきた。しかし，生き方に対する価値観については，本来，家庭や地域社会の中で誠実に生き生きと

働く大人の姿から見いだしてきたものである。学校教育の中でキャリア教育の推進が求められるよう

， 。になったのは 児童生徒がそのような大人の姿や思いに触れる機会が減少していることも背景にある

これらを踏まえながら，本稿では，キャリア教育について基本的な考え方とその実践例を具体的に

示した。児童生徒の生き方に対する価値観を明確にするということは，各学校の学校教育目標を実現

するためにも大切なことである。地域や児童生徒の実態を踏まえながら，明るくたくましい生き方，

働き方を実現できる児童生徒の育成に役立てていただきたい。
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